
論点
法人県民税特例制度税率の制度設計について

課税から40年が経過した。昨今の経済情勢により、税収は減少傾向であるが、

今後使途事業費については大きく増加することが見込まれる。

このような中､法人県民税特例制度（適用条件、使途事業など）は､今後どうある

べきか。

◇法人県民税特例制度について【本県の自主的な税制】
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法人県民税法人税割の概要
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項目 内容

納税義務者 県内に事務所等を有する法人等

税率

法人税額の４．０％（但し、以下の対象法人は３．２％）

※H26.10.1以後に開始する事業年度

【対象法人】

次の法人のいずれかで、かつ法人税額又は個別帰属法人税割が年１，０００

万円以下の法人

① 資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人

② 資本又は出資を有しない法人

③ 県税条例第２０条第４項において法人とみなされる法人

適用期間 平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に終了する各事業年度分

税収による使途

現行税率が標準税率を超える部分（０．８％）による税収は、「社会福祉施設等

整備基金条例」により基金に積み立て、使途事業に充当

税 収 約３７２百万円（平成26年度決算ベース）

１．法人県民税特例制度の概要１．法人県民税特例制度の概要１．法人県民税特例制度の概要１．法人県民税特例制度の概要



特例制度の趣旨・経緯

適用期間 S61～H２ H３～H7 H８～H12 H13～H17 H18～H22 H23～H27 H28～H32

目的 社会福祉施設の整備 社会福祉の増進及び医療の向上を図る施設の整備

今回
対象

法人

資本金額等が１億円以上 または法人税額400万円を超える法人 同左

資本金額等が１億資本金額等が１億資本金額等が１億資本金額等が１億

円以上円以上円以上円以上 または

法人税額法人税額法人税額法人税額1,000万万万万

円を超える円を超える円を超える円を超える法人

税率 6.0％

（中小法人等

5.0％）

特例分特例分特例分特例分1.01.01.01.0％％％％

5.8％

（中小法人等

5.0％）

特例分特例分特例分特例分0.80.80.80.8％％％％

H26.10～ 4.0％

（中小法人等3.2％）

特例分特例分特例分特例分0.80.80.80.8％％％％

＜制度の趣旨＞＜制度の趣旨＞＜制度の趣旨＞＜制度の趣旨＞

社会福祉の増進又は医療の向上を図る施設の整備等に要する経費の財源に充てるため、法人県民税（法人税割）

について昭和５１年から条例による特例制度の適用を実施し、社会福祉施設整備基金に積み立てて活用

・

⇒ 本年度末で条例の適用期限が到来するため、次年度以降の特例制度の適用について決定することが必要

地方税法による標準税率を超える率（特例分 現在0.8％）について、中小法人等以外の法人（資本金額等が１億円

以上又は法人税額1,000万円を超える法人）に対して期限を定めて（5年間、直近の適用期間はH23～27）課税し、

特例分に当たる金額を社会福祉施設整備基金に積立

・

＜制度の経緯＞＜制度の経緯＞＜制度の経緯＞＜制度の経緯＞

現行の基準は１９年を経過し、対象法人にとっても定着

２．法人県民税特例制度の趣旨・経緯２．法人県民税特例制度の趣旨・経緯２．法人県民税特例制度の趣旨・経緯２．法人県民税特例制度の趣旨・経緯
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事業費と税収の推移

30,81630,81630,81630,816

3,1663,1663,1663,166
28,35828,35828,35828,358

2,9182,9182,9182,918

35,53435,53435,53435,534

2,2582,2582,2582,258
12,80512,80512,80512,805

2,1722,1722,1722,172
14,51214,51214,51214,512

1,7571,7571,7571,75700005,0005,0005,0005,00010,00010,00010,00010,00015,00015,00015,00015,00020,00020,00020,00020,00025,00025,00025,00025,00030,00030,00030,00030,00035,00035,00035,00035,00040,00040,00040,00040,000(百万円)(百万円)(百万円)(百万円)

H3～7H3～7H3～7H3～7 H8～12H8～12H8～12H8～12 H13～17H13～17H13～17H13～17 H18～22H18～22H18～22H18～22 H23～27H23～27H23～27H23～27

事業費総額事業費総額事業費総額事業費総額特例分税収特例分税収特例分税収特例分税収

10%

20%

30%

40%

50%

60%

（割合）
対象法人数（全法人約２１千社）
H21→2,008社 H26→2,066社

３．事業費と税収の推移３．事業費と税収の推移３．事業費と税収の推移３．事業費と税収の推移
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昨今の経済情勢により、特例分の税収は減少傾向にある。

ただし、事業費についても１０年前と比較して減少傾向にあることから、事

業費に占める特例分税収のウエイトは１０年前と比較して逆に高まってい

る

事業費に占める特例分

税収の割合（％）

※H27年度以降の事業費及び特例適用分税収については見込額
１０．３％１０．３％１０．３％１０．３％１０．３％１０．３％１０．３％１０．３％ ６．４％６．４％６．４％６．４％ １７．０％１７．０％１７．０％１７．０％ １２．１％１２．１％１２．１％１２．１％



特例制度に係る全国の状況

＜特例制度に係る全国状況＞＜特例制度に係る全国状況＞＜特例制度に係る全国状況＞＜特例制度に係る全国状況＞

全国４７都道府県中、静岡県を除く４６都道府県において法人県民税の特例制度を適用

・

・

税率 対象法人

他府県の

適用条件（静岡県を除く全都道府県が特例制度を適用）
4.2％(特例分１％） 4％（特例分0.8％） 資本金の額等 法人税額

１億円超 ２億円超

その他※３億・２千万円等 １０００万

円超

１５００万

円超

その他※４千万円・２千万円等
２ ４４ ４３ １ ２ ３８ ３ ５

税率については、特例税率０．８％（本県と同じ）を採用しているのは、４４道府県

（東京都及び大阪府が、特例税率１％を採用）

対象法人については、資本金等１億円超又は法人税額１千万円超（本県と同じ）は、３４都道府県・

本県と全く同じ適用条件（特例税率０．８％、資本金１億円超又は法人税額１千万円超の法人対象）は３３道府県

特例制度適用の４６道府県中、４５道府県が本県と同じく５年間の適用期間（愛媛県のみ４年間）

昨年度更新を行った９都県について、適用条件の変更を行わない単純延長

また、今年度中に適用期間の終了する１７府県についても、適用条件の変更予定無し

１億円超又は１千万

円超は３４道府県

・

４．特例制度に係る全国の状況４．特例制度に係る全国の状況４．特例制度に係る全国の状況４．特例制度に係る全国の状況
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（１） 特例制度適用法人の状況

　1,000万円　1,000万円　1,000万円　1,000万円以下以下以下以下50法人50法人50法人50法人（1百万円）（1百万円）（1百万円）（1百万円）1,000万円超1,000万円超1,000万円超1,000万円超653法人653法人653法人653法人（146百万円）（146百万円）（146百万円）（146百万円）資本金1億円資本金1億円資本金1億円資本金1億円以下以下以下以下827法人827法人827法人827法人（112百万円）（112百万円）（112百万円）（112百万円）0000 500500500500 1000100010001000 1500150015001500 2000200020002000 2500250025002500特例適用法人数特例適用法人数特例適用法人数特例適用法人数

欠損（赤字）法人欠損（赤字）法人欠損（赤字）法人欠損（赤字）法人1,000万円以下1,000万円以下1,000万円以下1,000万円以下1,000万円超1,000万円超1,000万円超1,000万円超資本金1億円以下資本金1億円以下資本金1億円以下資本金1億円以下 1,000万円1,000万円1,000万円1,000万円以下以下以下以下50法人50法人50法人50法人（1百万円）（1百万円）（1百万円）（1百万円）1,000万円超1,000万円超1,000万円超1,000万円超784法人784法人784法人784法人（248百万円）（248百万円）（248百万円）（248百万円） 資本金1億円資本金1億円資本金1億円資本金1億円以下以下以下以下1069法人1069法人1069法人1069法人（125百万円）（125百万円）（125百万円）（125百万円）0000 500500500500 1000100010001000 1500150015001500 2000200020002000 2500250025002500特例適用法人数特例適用法人数特例適用法人数特例適用法人数

平成21年度 平成26年度

資本金資本金資本金資本金1億円超億円超億円超億円超
1,181法人法人法人法人 資本金資本金資本金資本金1億円超億円超億円超億円超

997法人法人法人法人

資本金資本金資本金資本金1億円超億円超億円超億円超

＜直近の課税状況と５年前の課税状況との比較＞＜直近の課税状況と５年前の課税状況との比較＞＜直近の課税状況と５年前の課税状況との比較＞＜直近の課税状況と５年前の課税状況との比較＞

5年前と比較し、経済状況の好転により税収額が向上 （259百万円 → 374百万円）

また、資本金１億円超の対象法人中、欠損（赤字）法人が大幅に減少 （478法人 → 163法人）

⇒ このため実際に特例適用分を納付した法人は、全法人（約21千社）中、1,903法人（H21：1,530法人）

・

５．特例制度適用法人の状況５．特例制度適用法人の状況５．特例制度適用法人の状況５．特例制度適用法人の状況
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（計2,008法人,259百万円） （計2,066法人、374百万円）

欠損法人欠損法人欠損法人欠損法人
163法人法人法人法人欠損法人欠損法人欠損法人欠損法人

478法人法人法人法人



283法人283法人283法人283法人

 27% 27% 27% 27%

24法人24法人24法人24法人

 2% 2% 2% 2%

28法人28法人28法人28法人

 3% 3% 3% 3%

22法人22法人22法人22法人

2%2%2%2%

35法人35法人35法人35法人

 3% 3% 3% 3%

57法人57法人57法人57法人

 5% 5% 5% 5%

46法人46法人46法人46法人

 4% 4% 4% 4%

99法人99法人99法人99法人

 9% 9% 9% 9%

144法人144法人144法人144法人

 14% 14% 14% 14%

331法人331法人331法人331法人

 31% 31% 31% 31%

（２） 特例適用法人に係る中小法人の状況

4百万円4百万円4百万円4百万円

 3% 3% 3% 3%

50百万円50百万円50百万円50百万円

 40% 40% 40% 40%

6百万円6百万円6百万円6百万円

 4% 4% 4% 4%

4百万円4百万円4百万円4百万円

 3% 3% 3% 3%

2百万円2百万円2百万円2百万円

 2% 2% 2% 2%

4百万円4百万円4百万円4百万円

 3% 3% 3% 3%
8百万円8百万円8百万円8百万円

 7% 7% 7% 7%

11百万円11百万円11百万円11百万円

 9% 9% 9% 9%

12百万円12百万円12百万円12百万円

 10% 10% 10% 10%

24百万円24百万円24百万円24百万円

 19% 19% 19% 19%

1,000万円～1,000万円～1,000万円～1,000万円～

2,000万円～2,000万円～2,000万円～2,000万円～

3,000万円～3,000万円～3,000万円～3,000万円～

4,000万円～4,000万円～4,000万円～4,000万円～

5,000万円～5,000万円～5,000万円～5,000万円～

6,000万円～6,000万円～6,000万円～6,000万円～

7,000万円～7,000万円～7,000万円～7,000万円～

8,000万円～8,000万円～8,000万円～8,000万円～

9,000万円～9,000万円～9,000万円～9,000万円～

1億円～1億円～1億円～1億円～

対象法人数 特例分課税額(百万円）（（（（H26））））

＜中小法人の課税の状況＞＜中小法人の課税の状況＞＜中小法人の課税の状況＞＜中小法人の課税の状況＞

法人税額1,000万円超により特例適用の対象となった中小法人（資本金の額が1億円以下）は、1,069法人

⇒ そのうち、法人税額3千万以下の法人が全体の約半数を占める

特例分課税額・・・

法人税額6千万円以下までの法人の合計税額が、全体の半数

法人税額1億円超の法人のみで全体の税額の40％

・

・

５．特例制度適用法人の状況５．特例制度適用法人の状況５．特例制度適用法人の状況５．特例制度適用法人の状況
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法人税額法人税額法人税額法人税額



欠損法人欠損法人欠損法人欠損法人163法人163法人163法人163法人
5,000万円以下5,000万円以下5,000万円以下5,000万円以下152法人152法人152法人152法人（3百万円）（3百万円）（3百万円）（3百万円）5,000万円超5,000万円超5,000万円超5,000万円超682法人682法人682法人682法人（246百万円）（246百万円）（246百万円）（246百万円） 資本金1億円資本金1億円資本金1億円資本金1億円以下以下以下以下449法人449法人449法人449法人（73百万円）（73百万円）（73百万円）（73百万円）0000 500500500500 1000100010001000 1500150015001500 2000200020002000 2500250025002500特例適用法人数特例適用法人数特例適用法人数特例適用法人数 欠損（赤字）法人欠損（赤字）法人欠損（赤字）法人欠損（赤字）法人5,000万円以下5,000万円以下5,000万円以下5,000万円以下5,000万円超5,000万円超5,000万円超5,000万円超資本金1億円以下資本金1億円以下資本金1億円以下資本金1億円以下

（１） 適用条件について

適用条件を適用条件を適用条件を適用条件を 法人税額５千万円に変更した場合法人税額５千万円に変更した場合法人税額５千万円に変更した場合法人税額５千万円に変更した場合

資本金資本金資本金資本金1億円超億円超億円超億円超資本金資本金資本金資本金1億円超億円超億円超億円超
997法人法人法人法人 （計1,446法人、322百万円）

法人税額を1,000万円→5,000万円超の条件に変更した場合、資本金の額1億円以下の中小法人数は、大幅に減少

（H26ベースベースベースベース:1,069法人法人法人法人→449法人（△法人（△法人（△法人（△620法人）法人）法人）法人））

法人税額は、H26ベース：125百万円→73百万円 （△（△（△（△52百万円減少）百万円減少）百万円減少）百万円減少）

・

＜適用条件の変更の検討＞＜適用条件の変更の検討＞＜適用条件の変更の検討＞＜適用条件の変更の検討＞

・

６．法人県民税特例制度の制度設計について６．法人県民税特例制度の制度設計について６．法人県民税特例制度の制度設計について６．法人県民税特例制度の制度設計について

8



340

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

380

360

280

300

320

400

420

440

百万円

特例適用分税収 累計額

2,055百万円

累計額

1,957百万円

＜次期５年間の税収見込＞＜次期５年間の税収見込＞＜次期５年間の税収見込＞＜次期５年間の税収見込＞

353353353353百万円百万円百万円百万円
（（（（27272727年度予算）年度予算）年度予算）年度予算）

③対象要件を法人税額

5000万円以上に緩和

②税率を４．２％（特例

分１．０％ ）に引き上げ

①現行税率、適

用要件を継続

６．法人県民税特例制度の制度設計について６．法人県民税特例制度の制度設計について６．法人県民税特例制度の制度設計について６．法人県民税特例制度の制度設計について

累計差

＋＋＋＋ ９８百万円９８百万円９８百万円９８百万円

累計差

△２７１百万円△２７１百万円△２７１百万円△２７１百万円

【【【【税率引き上げ税率引き上げ税率引き上げ税率引き上げ】】】】

・メリット・メリット・メリット・メリット

税収の増税収の増税収の増税収の増

・デメリット・デメリット・デメリット・デメリット

5年間の累計でも増収見込９８百万円と、年間の累計でも増収見込９８百万円と、年間の累計でも増収見込９８百万円と、年間の累計でも増収見込９８百万円と、

増収効果が限定的。また、法人税制の増収効果が限定的。また、法人税制の増収効果が限定的。また、法人税制の増収効果が限定的。また、法人税制の

動向より、税率引き上げは困難動向より、税率引き上げは困難動向より、税率引き上げは困難動向より、税率引き上げは困難

【【【【税率引き上げ税率引き上げ税率引き上げ税率引き上げ】】】】

・メリット・メリット・メリット・メリット

税収の増税収の増税収の増税収の増

・デメリット・デメリット・デメリット・デメリット

5年間の累計でも増収見込９８百万円と、年間の累計でも増収見込９８百万円と、年間の累計でも増収見込９８百万円と、年間の累計でも増収見込９８百万円と、

増収効果が限定的。また、法人税制の増収効果が限定的。また、法人税制の増収効果が限定的。また、法人税制の増収効果が限定的。また、法人税制の

動向より、税率引き上げは困難動向より、税率引き上げは困難動向より、税率引き上げは困難動向より、税率引き上げは困難

【【【【適用条件変更（中小法人の対象要件緩和）適用条件変更（中小法人の対象要件緩和）適用条件変更（中小法人の対象要件緩和）適用条件変更（中小法人の対象要件緩和）】】】】

・メリット・メリット・メリット・メリット

中小法人に対する税負担の軽減中小法人に対する税負担の軽減中小法人に対する税負担の軽減中小法人に対する税負担の軽減

・デメリット・デメリット・デメリット・デメリット

特例制度適用法人数を大幅に減らし、特例制度適用法人数を大幅に減らし、特例制度適用法人数を大幅に減らし、特例制度適用法人数を大幅に減らし、

減収の影響が大減収の影響が大減収の影響が大減収の影響が大

【【【【適用条件変更（中小法人の対象要件緩和）適用条件変更（中小法人の対象要件緩和）適用条件変更（中小法人の対象要件緩和）適用条件変更（中小法人の対象要件緩和）】】】】

・メリット・メリット・メリット・メリット

中小法人に対する税負担の軽減中小法人に対する税負担の軽減中小法人に対する税負担の軽減中小法人に対する税負担の軽減

・デメリット・デメリット・デメリット・デメリット

特例制度適用法人数を大幅に減らし、特例制度適用法人数を大幅に減らし、特例制度適用法人数を大幅に減らし、特例制度適用法人数を大幅に減らし、

減収の影響が大減収の影響が大減収の影響が大減収の影響が大

累計額

1,686百万円

特例適用対象中小法人数１０６９法人１０６９法人１０６９法人１０６９法人→ ４４９法人４４９法人４４９法人４４９法人

9
（案） 現行と同じ税率、適用条件で５年間延長することとする。



（２） 使途事業について

＜＜＜＜H23H23H23H23～～～～H27H27H27H27年度年度年度年度 主な使途事業（一部予定含む）＞主な使途事業（一部予定含む）＞主な使途事業（一部予定含む）＞主な使途事業（一部予定含む）＞

・ 障害福祉施設整備 ： 障害福祉サービス事業所等整備（計１４カ所）

ケアホーム整備（計２４カ所）

・ 老人福祉施設整備 ： 特別養護老人ホーム整備（計２４カ所）

・ 児童福祉施設整備 ： 中央こども家庭相談センター整備

・ 医療施設整備 ： 県立医大病院E病棟整備

＜＜＜＜H28H28H28H28～～～～H32H32H32H32年度年度年度年度 主な使途予定事業＞主な使途予定事業＞主な使途予定事業＞主な使途予定事業＞

・ 障害福祉施設整備 ： 県立障害福祉施設整備（登美学園、筒井寮）

・ 老人福祉施設整備 ： 特別養護老人ホーム等整備

（～H30で約700床弱整備の支援計画）

・ 医療施設整備 ： 県立医大再整備

南奈良総合医療センター整備

新奈良総合医療センター（イメージ）

中央こども家庭相談センター

６．法人県民税特例制度の制度設計について６．法人県民税特例制度の制度設計について６．法人県民税特例制度の制度設計について６．法人県民税特例制度の制度設計について

10

新奈良総合医療センター整備



H18～22 H23～27 H28～32

事業費総額 12,805 14,512 30,000

特例分税収 2,172 1,757 1,957
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11

＜次期＜次期＜次期＜次期5555年間の特例分税収及び使途事業の見込＞年間の特例分税収及び使途事業の見込＞年間の特例分税収及び使途事業の見込＞年間の特例分税収及び使途事業の見込＞

※H27は予算額、H28～H32は現時点における事業費試算及び税収見込み（特例分の税収については、現行税率及び適用条件を継続した場合）
・次期５年間で、今期・次期５年間で、今期・次期５年間で、今期・次期５年間で、今期5年間を大きく上回る福祉及び医療施設の整備が予定されている。年間を大きく上回る福祉及び医療施設の整備が予定されている。年間を大きく上回る福祉及び医療施設の整備が予定されている。年間を大きく上回る福祉及び医療施設の整備が予定されている。

（新奈良総合医療センター整備等）（新奈良総合医療センター整備等）（新奈良総合医療センター整備等）（新奈良総合医療センター整備等）

百万円

６．法人県民税特例制度の制度設計について６．法人県民税特例制度の制度設計について６．法人県民税特例制度の制度設計について６．法人県民税特例制度の制度設計について

（案） 現行と同じく、使途事業を「社会福祉の増進又は医療の向上を図る施設の

整備等に要する経費の財源に充てる」ものとする。



都道府県 超過課税の実施目的（使途） 都道府県 超過課税の実施目的（使途）北海道 教育施設の設備充実 滋賀県 健康福祉の推進、産業の振興、雇用の安定、琵琶湖の保全の施策等の推進（一般財源につき使途限定なし）青森県 社会福祉施策充実を図るための経費 京都府 産業の振興と社会基盤の整備岩手県 県の長期計画の諸施策（主に産業、雇用の分野）推進のための財源 大阪府 都市基盤整備の推進や防災対策の充実といった大都市圏特有の緊急かつ膨大な財政需要に対処するため。宮城県 少子高齢化社会対策の財源 兵庫県 勤労者の能力向上と労働環境の整備への支援及び子育てと仕事の両立支援、子育て世帯への支援に係る事業に活用秋田県 社会福祉施設の整備及び医療の充実 奈良県 社会福祉施設及び医療関係施設の整備等に要する経費の財源山形県 生活福祉関連事業及び文教関連事業の財源 和歌山県 和歌山県福祉対策等基金に積み立て、県単独福祉医療費等の財源福島県 商工業の振興，社会福祉の充実，次世代育成支援及び教育・文化の振興 鳥取県 産業振興のための財源茨城県 産業，教育，福祉，医療等に関する施策の推進のための財源 島根県 産業振興、雇用・定住の促進、産業基盤の維持・整備、医療の確保、子育て支援などの島根県総合発展計画の重点施策への取り組みを推進するための財源栃木県 教育環境の充実整備，県民生活の安全・安心の確保、少子高齢社会における保健・医療・福祉サービスの拡充、産業の振興 岡山県群馬県 「県民の安心・安全な暮らしを実現するための県の独自施策」推進の財源 広島県 大規模社会福祉施設（大規模な社会福祉施設，医療施設，保健休養施設など）の建設に要する経費の財源埼玉県 雇用・中小企業対策、福祉・医療、教育 山口県 社会福祉施設及び教育・文化・スポーツ施設の整備拡充のための財源千葉県 都市基盤・防災及び福祉・医療施設の整備等の一層の推進を図るための財源 徳島県 「交通ネットワークの整備、産業の活性化及び大規模災害対策」に要する財源東京都 大都市特有の膨大な財政需要に対応するため 香川県 社会福祉の充実，教育の振興，地域産業の振興神奈川県 道路等の社会基盤整備に要する財源 愛媛県 保健医療及び社会福祉の充実新潟県 教育，文化，スポーツの振興などに要する経費の財源に充当 高知県 主要施策である「産業振興」「南海地震対策」「健康・福祉の向上」「教育・文化の振興」「インフラ整備」の推進に充てる富山県 社会福祉の充実、教育文化・スポーツの振興等 福岡県 社会福祉の充実及び教育振興施策の推進石川県 競争力のある元気な産業づくり、交流が盛んな特色ある地域づくり等に要する財源 佐賀県 県の厳しい財政状況を踏まえ，超過課税を実施福井県 中小企業の振興および教育施設の整備のための財源 長崎県 総合交通体系及び文化・スポーツ施設等の都市基盤の整備充実を図る山梨県 社会福祉の充実及び教育文化の振興 熊本県 少子・高齢者対策の充実，中小企業の振興，低炭素社会・循環型社会形成の推進のための財源長野県 中小企業の振興及び産業基盤の整備のための財源 大分県 交通ネットワークの整備、産業の活性化及び教育・医療・福祉の充実岐阜県 社会福祉の充実及び教育の振興を図るための財源 宮崎県 社会福祉関係経費や教育文化施設整備（教育施設の耐震化等）に要する経費愛知県 青少年の教育・文化施設、老人・心身障害児（者）及び勤労者の社会福祉施設、中小企業の知識集約化促進施設 鹿児島県 高齢者福祉の充実，幹線交通体系の整備，災害に強い県土づくり 等三重県 三重県福祉基金、三重県中小企業振興基金、三重県体育スポーツ振興基金、三重県環境保全基金の財源 沖縄県 観光の振興、社会福祉に充実及び中小企業の育成を図るための財源

６．法人県民税特例制度の制度設計について６．法人県民税特例制度の制度設計について６．法人県民税特例制度の制度設計について６．法人県民税特例制度の制度設計について

＜他府県の特例制度に係る使途一覧＞＜他府県の特例制度に係る使途一覧＞＜他府県の特例制度に係る使途一覧＞＜他府県の特例制度に係る使途一覧＞

・特例制度を持つ全国４６都道府県中・・・ 福祉・医療関係に使途を限定 ７県

複数の使途の中に「福祉・医療関係」あり ２１県

計２８県（その他の使途・・・文教関係、産業振興関係等） 12


